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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

資産の部

Ⅰ　 流動資産

現金及び預金 25,806,718,569

医業未収金 4,666,949,452

貸倒引当金 △ 13,493,255 4,653,456,197

未収金 214,782,063

医薬品 315,908,629

診療材料 154,478,905

給食用材料 5,969,756

貯蔵品 32,868,913

前払費用 600,420

その他流動資産 25,147,200

流動資産合計 31,209,930,652

Ⅱ　 固定資産

１ 　 有形固定資産

建物 21,552,342,474

減価償却累計額 △ 1,249,765,243 20,302,577,231

構築物 15,148,446

減価償却累計額 △ 3,629,554 11,518,892

医療用器械備品 8,584,163,352

減価償却累計額 △ 1,699,107,013 6,885,056,339

その他器械備品 5,634,245,824

減価償却累計額 △ 1,467,834,177 4,166,411,647

車両 1,147,627

減価償却累計額 △ 688,576 459,051

土地 61,098,620,100

建設仮勘定 405,939,461

その他有形固定資産 25,000,000

有形固定資産合計 92,895,582,721

２ 　 無形固定資産

ソ フ ト ウェ ア 37,049,993

電話加入権 368,000

その他無形固定資産 1

無形固定資産合計 37,417,994

３ 　 投資その他の資産

破産更生債権等 35,457,556

貸倒引当金 △ 35,457,556 0

その他投資資産 263,945

投資その他の資産合計 263,945

固定資産合計 92,933,264,660

資産合計 124,143,195,312

貸　 借　 対　 照　 表
（ 平成２ ３ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額

負債の部

Ⅰ　 流動負債

運営費交付金債務 522,863,231

一年以内返済長期借入金 1,754,080,370

買掛金 2,085,436,055

未払金 4,021,333,513

一年以内支払リ ース債務 1,047,371,192

未払消費税等 76,635,800

前受金 164,342,939

預り 金 803,113,618

未払費用 51,576,450

引当金

賞与引当金 786,797,826 786,797,826

その他流動負債 10,500

流動負債合計 11,313,561,494

Ⅱ　 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 46,074,834

資産見返補助金等 30,446,056 76,520,890

長期借入金 13,727,186,734

リ ース債務 1,170,098,442

引当金

退職給付引当金 15,066,361 15,066,361

資産除去債務 571,541,470

固定負債合計 15,560,413,897

負債合計 26,873,975,391

純資産の部

Ⅰ　 資本金

政府出資金 91,662,446,513

資本金合計 91,662,446,513

Ⅱ　 資本剰余金

資本剰余金 4,096,489,207

損益外減価償却累計額（ －） △ 1,072,235,188

資本剰余金合計 3,024,254,019

Ⅲ　 利益剰余金

当期未処分利益 2,582,519,389

（ う ち当期総利益） （ 2,582,519,389 ）

利益剰余金合計 2,582,519,389

純資産合計 97,269,219,921

負債純資産合計 124,143,195,312
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

経常費用

業務費

給与費 14,294,438,828

材料費 12,634,174,647

委託費 2,098,868,492

設備関係費 4,971,699,006

経費 5,552,729,079

その他 1,680,862 39,553,590,914

一般管理費

給与費 951,257,937

材料費 9,555

経費 298,454,540

減価償却費 3,684,958 1,253,406,990

財務費用 459,968,784

その他経常費用 51,495,772

経常費用合計 41,318,462,460

経常収益

運営費交付金収益 8,231,222,894

補助金等収益 29,940,000

業務収益

医業収益 31,438,275,073

研修収益 17,315,610

研究収益 4,295,129,512 35,750,720,195

寄附金収益 144,803,665

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 2,744,041

資産見返補助金等戻入 170,944 2,914,985

財務収益 1,386,014

その他経常収益 118,927,175

経常収益合計 44,279,914,928

経常利益 2,961,452,468

臨時損失

固定資産除却損 150,745,258

消耗品費 296,845,036

その他臨時損失 258,036,175 705,626,469

臨時利益

物品受贈益 296,845,036

その他臨時利益 29,848,354 326,693,390

当期純利益 2,582,519,389

当期総利益 2,582,519,389

損　 益　 計　 算　 書
（ 平成２ ２ 年４ 月１ 日～平成２ ３ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

Ⅰ　 業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

人件費支出 △ 14,171,193,739

材料の購入によ る 支出 △ 10,599,162,174

その他の業務支出 △ 7,991,697,985

運営費交付金収入 8,802,905,000

補助金等収入 60,557,000

寄附金収入 17,379,300

医業収入 26,774,208,621

研修収入 15,755,140

研究収入 4,307,316,526

その他の収入 887,956,172

小計 8,104,023,861

利息の受取額 1,380,821

利息の支払額 △ 408,392,334

業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 7,697,012,348

Ⅱ　 投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

定期預金の預入によ る 支出 △ 8,000,000,000

定期預金の戻入によ る 収入 8,000,000,000

有価証券の取得によ る 支出 △ 13,000,000,000

有価証券の償還によ る 収入 13,000,000,000

有形固定資産の取得によ る 支出 △ 2,685,101,868

無形固定資産の取得によ る 支出 △ 12,600,000

投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー △ 2,697,701,868

Ⅲ　 財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

長期借入金の返済によ る 支出 △ 1,584,178,254

リ ース債務償還によ る 支出 △ 862,070,604

金銭出資の受入によ る 収入 19,953,835,602

承継負債の支払によ る 支出 △ 980,569,023

承継資産の回収によ る 収入 4,280,390,368

財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 20,807,408,089

Ⅳ　 資金増加額 25,806,718,569

Ⅴ　 資金期首残高 0

Ⅵ　 資金期末残高 25,806,718,569

キャ ッ シュ ・ フ ロー計算書
（ 平成２ ２ 年４ 月１ 日～平成２ ３ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【独立行政法人国立がん研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,582,519,389

当期総利益 2,582,519,389

Ⅱ　利益処分額

積立金 2,582,519,389 2,582,519,389

利益の処分に関する書類
（平成23年9月9日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【 独立行政法人国立がん研究センター】 （ 単位： 円）

Ⅰ　 業務費用

（ １ ） 損益計算書上の費用

業務費 39,553,590,914

一般管理費 1,253,406,990

財務費用 459,968,784

その他経常費用 51,495,772

臨時損失 705,626,469 42,024,088,929

（ ２ ） （ 控除） 自己収入等

医業収益 △ 31,438,275,073

研修収益 △ 17,315,610

研究収益 △ 3,522,200,712

その他経常収益 △ 265,116,854

臨時利益 △ 29,848,354 △ 35,272,756,603

業務費用合計 6,751,332,326

Ⅱ　 損益外減価償却相当額 1,072,235,188 1,072,235,188

Ⅲ　 引当外退職給付増加見積額 1,608,056 1,608,056

Ⅳ　 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 1,044,130,579 1,044,130,579

Ⅴ　 行政サービス実施コスト 8,869,306,149

行政サービス実施コスト 計算書
（ 平成２ ２ 年４ 月１ 日～平成２ ３ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ４６年

構築物 ２ ～ ９年

医療用器械備品 ２ ～ １０年

その他器械備品 ５ ～ ８年

車両 ２年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）

に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当

該事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上しております。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会

計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており

ます。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法
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（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国

債の平成２３年３月末利回りを参考に１．２５５％で計算しております。

８．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１０．金融商品の状況に関する事項

当センターは、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政

融資資金からの借入によっております。

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク

低減を図っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、

資金調達を行っております。

１１．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

貸借対照表
区 分 時 価 差 額

計 上 額

（1）現金及び預金 ２５，８０６ ２５，８０６ －

（2）医業未収金 ４，６６６ ４，６６６ －

（3）長期借入金 １５ ４８１ １６ ６８０ (１，１９９)（ ， ） （ ， ）

（ ， ） （ ， ） ）（4）買掛金 ２ ０８５ ２ ０８５ ( －

（ ， ） （ ， ） ）（5）未払金 ４ ０２１ ４ ０２１ ( －

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金 （2）医業未収金、

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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（4）買掛金 （5）未払金、

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額

６，９２７，７２２，７７５円

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）附

則第８条第７項の規程に基づく当該事業年度末における保証債務の総額

１５，４８１，２６７，１０４円

Ⅲ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

その他経常収益 １０，０８０，０００円

合 計 １０，０８０，０００円

２．財務収益の内訳

① 受取利息 ７８２，４６５円

② 有価証券利息 ５９８，３５６円

③ その他 ５，１９３円

合 計 １，３８６，０１４円

３．その他臨時損失の内訳

① 過年度分に係るアスベスト除去債務の減価償却費等の計上 ２２９，１６８，９４０円

② その他 ２８，８６７，２３５円

合 計 ２５８，０３６，１７５円

４．その他臨時利益の内訳

① 損害保険金 １８，５６４，２５４円

② 過年度分に係る医業収益等 ４，１８６，３５３円

③ その他 ７，０９７，７４７円

合 計 ２９，８４８，３５４円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ２５，８０６，７１８，５６９円

現金及び預金勘定のうち定期預金 ０円

資金期末残高 ２５，８０６，７１８，５６９円
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２．重要な非資金取引

① 政府出資の受入による資産の取得 ９３，８５３，４８１，８９６円

② ファイナンス・リースによる資産の取得 ３，０７９，５４０，２３８円

③ 重要な資産除去債務の計上 ５７１，５４１，４７０円

④ 国からの物品の譲与 ２９６，８４５，０３６円

⑤ 無償譲与による資産の取得 １２７，４２４，３６５円

３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入であり

ます。

４．承継負債の支払による支出

承継負債の支払による支出は、国から承継した買掛金、未払金、未払消費税等、未払費用及び

賞与引当金に係る支出であります。

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は１，９５２，００１円であります。

Ⅵ．退職給付引当金

１．退職給付債務に関する事項

区 分 平成２３年３月３１日現在

退職給付債務 （Ａ） △１５，０６６，３６１円

未認識数理計算上の差異（Ｂ） ０円

退職給付引当金（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） △１５，０６６，３６１円

２．退職給付費用に関する事項

区 分 平成２３年３月３１日現在

勤務費用 ０円

利息費用 ０円

数理計算上の差異の費用処理額 １５，０６６，３６１円

運営費交付金で財源措置された費用 ５５２，５２０，６２６円

退職給付費用 ５６７，５８６，９８７円

（注）上記退職給付費用以外に共済組合負担金等の退職給付費用として、

７５３，９６４，８５２円を計上しております。

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区 分 平成２３年３月３１日現在

割引率 １．２％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 発生事業年度一括費用処理
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Ⅶ．固定資産の減損関係

１．減損の兆候が認められた固定資産

（１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 研究研修棟２棟

場 所 千葉県柏市

種 類 建 物

（２）使用しなくなる日

平成２３年４月末日及び平成２４年３月末日を予定しております。

（３）使用しないという決定を行った経緯及び理由

当該資産の老朽化により建替えの意思決定を行ったため、取壊し工事着工以降は使用しないこと

が決定いたしました。

（４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

将来の使用しなくなる日における帳簿価額の見込額 ５５，８５４，１７０円

回収可能サービス価額の見込額 ０円

減損額の見込額 ５５，８５４，１７０円

Ⅷ.資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用及び所有する医療用器械

備品の処分時におけるセシウムの除去費用につき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参

考に１０年～３９年と見積もっております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う

国債の利回りを採用しており、０．９６５％～２.２８３％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 ５０５，４６１，８５９円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ５４，２３５，３３５円

時の経過による調整額 １１，８４４，２７６円

資産の除去による履行額 ０円

期末残高 ５７１，５４１，４７０円
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Ⅸ．重要な債務負担行為

翌事業年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は、以下の通りです。

（ ）単位：円

契 約 内 容 契約金額 翌年度以降の

支払金額

1 １７７，９７５，０００ １７７，９７５，０００病棟地下３階既存電源システム見直し工事

及び点検等一式

2 １３４，０８５，０００ １３４，０８５，０００病棟・予防棟・研究所・宿舎の電気設備等

点検整備

3 ６８２，２９０，０００ ６８２，２９０，０００ナースステーションリニューアル他工事等一式

4 ３０４，２９０，０００ ３０４，２９０，０００予防・検診研究センターリニューアル他工事

5 ４３５，５４０，０００ ４３５，５４０，０００ICU増床工事他設備機器等整備

6 １２０，６４５，０００ １２０，６４５，０００ホルムアルデヒド対策等工事

Ⅹ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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財 務 諸 表
（附 属 明 細 書）
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よ
る

も
の

で
す

。

３
．

長
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
　

要

2
.7

4
平

成
2
3
年

5
月

2
5
日

～
平

成
4
7
年

3
月

2
0
日

４
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

78
6,

79
7,

82
6

78
6,

79
7,

82
6

５
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高

13
,4

93
,2

55
13

,4
93

,2
55

13
,4

93
,2

55
13

,4
93

,2
55

注
１

0
0

0
0

注
１

△
 1

38
,7

53
,3

96
35

,4
57

,5
56

△
 1

38
,7

53
,3

96
35

,4
57

,5
56

注
２

△
 1

25
,2

60
,1

41
48

,9
50

,8
11

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

破
産

更
生

債
権

等
17

4,
21

0,
95

2
△

 1
38

,7
53

,3
96

35
,4

57
,5

56
17

4,
21

0,
95

2
計

4,
31

5,
84

7,
92

4
60

1,
34

1,
14

7
4,

91
7,

18
9,

07
1

17
4,

21
0,

95
2

一
般

債
権

35
,8

43
,9

70
17

8,
93

8,
09

3
21

4,
78

2,
06

3
0

破
産

更
生

債
権

等
17

4,
21

0,
95

2
△

 1
38

,7
53

,3
96

35
,4

57
,5

56
17

4,
21

0,
95

2

一
般

債
権

4,
10

5,
79

3,
00

2
56

1,
15

6,
45

0
4,

66
6,

94
9,

45
2

0
未

収
金

35
,8

43
,9

70
17

8,
93

8,
09

3
21

4,
78

2,
06

3
0

摘
　

　
要

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高

医
業

未
収

金
4,

10
5,

79
3,

00
2

56
1,

15
6,

45
0

4,
66

6,
94

9,
45

2
0

計
73

1,
38

0,
48

5
78

6,
79

7,
82

6
73

1,
38

0,
48

5
0

区
　

　
　

分
貸

付
金

等
の

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

賞
与

引
当

金
73

1,
38

0,
48

5
78

6,
79

7,
82

6
73

1,
38

0,
48

5
0

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

　
　

要
目

的
使

用
そ

の
他

財
政

融
資

資
金

17
,0

65
,4

45
,3

58
0

1,
58

4,
17

8,
25

4
15

,4
81

,2
67

,1
04

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

計
45

8,
81

2,
17

6
12

,3
66

,3
48

,9
38

12
,3

14
,3

02
,3

72
1,

63
2,

53
9

期
末

残
高

摘
　

　
要

当
期

購
入

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

医
薬

品
22

4,
34

1,
91

3
8,

71
7,

19
3,

51
3

8,
62

5,
47

6,
34

6
15

0,
45

1

種
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

貯
蔵

品
57

,4
54

,2
26

44
6,

91
5,

42
7

47
1,

50
0,

74
0

診
療

材
料

16
9,

14
0,

75
7

3,
01

0,
72

5,
07

3
3,

02
3,

90
4,

83
7

1,
48

2,
08

8
給

食
用

材
料

7,
87

5,
28

0
19

1,
51

4,
92

5
19

3,
42

0,
44

9
0 0
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６
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

15
,0

66
,3

61
退

職
一

時
金

に
係

る
債

務
15

,0
66

,3
61

未
認

識
数

理
計

算
上

の
差

異
0

年
金

資
産

0
退

職
給

付
引

当
金

15
,0

66
,3

61

７
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

保
証

料
収

益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
,5

84
,1

78
,2

54
)

(1
,7

54
,0

80
,3

70
)

(1
,5

84
,1

78
,2

54
)

(1
,7

54
,0

80
,3

70
)

－

1
17

,0
65

,4
45

,3
58

0
0

1
1,

58
4,

17
8,

25
4

1
15

,4
81

,2
67

,1
04

－

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
（

平
成

2
0
年

法
律

第
9
3
号

）
附

則
第

8
条

第
7
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

各
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究

　
セ

ン
タ

ー
は

、
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

　
承

継
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

（
　

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

摘
　

　
要

（
注

）
 
当

期
増

加
額

に
は

、
適

用
初

年
度

の
期

首
に

お
け

る
既

存
資

産
の

帳
簿

価
額

に
含

ま
れ

る
除

去
費

用
も

含
ん

で
お

り
ま

す
。

合
　

計

資
産

除
去

債
務

に
対

応
す

る
除

去
費

用
等

に
つ

い
て

、
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

9
1

の
特

定
は

さ
れ

て
い

ま
せ

ん
。

0
57

1,
54

1,
47

0
0

57
1,

54
1,

47
0

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
0

54
,5

39
,4

12
0

54
,5

39
,4

12

石
綿

障
害

予
防

規
則

0
51

7,
00

2,
05

8
0

51
7,

00
2,

05
8

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

高

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

0
0

0
0

15
,0

66
,3

61
0

0
15

,0
66

,3
61

0
0

0
0

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

退
職

給
付

債
務

合
計

額
0

15
,0

66
,3

61
0

19



９
．

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

期
末

残
高

摘
　

　
要

資
本

金
政

府
出

資
金

91
,6

62
,4

46
,5

13
注

１

91
,6

62
,4

46
,5

13
資

　
 
本

資
本

剰
余

金

剰
余

金
施

設
費

0
運

営
費

交
付

金
0

補
助

金
等

0
寄

附
金

等
0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
0

そ
の

他
4,

09
6,

48
9,

20
7

注
２

4,
09

6,
48

9,
20

7
損

益
外

減
価

償
却

累
計

額
1,

07
2,

23
5,

18
8

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0
損

益
外

利
息

費
用

累
計

額
0

3,
02

4,
25

4,
01

9
（

注
）

１
．

当
期

増
加

額
は

、
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
第

４
条

に
規

定
す

る
追

加
出

資
に

よ
る

も
の

で
す

。



（
注

）
２

．
当

期
増

加
額

は
、

独
立

行
政

法
人

化
前

の
平

成
2
2
年

2
月

、
3
月

分
の

診
療

報
酬

請
求

額
の

う
ち

、
医

業
未

収
金

と
な

っ
た

も
の

（
4
,
0
6
0
,
8
0
6
,
4
1
7
円

）
及

び
治

験
に

係
る

未
収

金
（

3
5
,
6
8
2
,
7
9
0
）

で
す

。

１
０

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細

（
単

位
：

円
）

0
8,

28
0,

04
1,

76
9

52
2,

86
3,

23
1

0
8,

28
0,

04
1,

76
9

52
2,

86
3,

23
1

計
0

8,
80

2,
90

5,
00

0
8,

23
1,

22
2,

89
4

48
,8

18
,8

75

運
営

費
交

付
金

平
成

２
２

年
度

0
8,

80
2,

90
5,

00
0

8,
23

1,
22

2,
89

4
48

,8
18

,8
75

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

資
本

剰
余

金
小

　
　

計

0
0

0
差

引
計

0
3,

02
4,

25
4,

01
9

0

0
1,

07
2,

23
5,

18
8

0
0

0
0

0
4,

09
6,

48
9,

20
7

0
計

0
4,

09
6,

48
9,

20
7

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

計
71

,7
08

,6
10

,9
11

19
,9

53
,8

35
,6

02
0

区
　

　
　

　
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

71
,7

08
,6

10
,9

11
19

,9
53

,8
35

,6
02

0
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（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
２

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

　
ア

．
研

究
業

務
1,

61
9,

57
6,

00
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
2,

06
2,

04
9,

89
4

円

　
ウ

．
診

療
業

務
21

8,
96

2,
00

0
円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
1,

61
4,

80
7,

00
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
1,

96
8,

32
6,

12
6

円

　
カ

．
そ

の
他

71
2,

02
2,

00
0

円

　
　

　
（

内
訳

）
運

営
基

盤
経

費
1
7
8
,
2
4
3
,
0
0
0
 
円

病
院

内
保

育
所

運
営

費
費

1
1
,
5
7
2
,
0
0
0
 
円

退
職

手
当

5
2
2
,
2
0
7
,
0
0
0
 
円

　
ア

．
臨

床
研

究
業

務
48

,8
18

,8
75

円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

充
て

ら
れ

る
運

営
費

交
付

金
の

計
画

額
を

収
益

化

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0
計

0
会

計
基

準
第

8
1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0
合

　
　

　
計

8,
28

0,
04

1,
76

9

計
8,

28
0,

04
1,

76
9

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

8,
23

1,
22

2,
89

4

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
そ

の
他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
 
：

 
8
,
1
9
5
,
7
4
3
,
0
2
0
円

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

48
,8

18
,8

75

資
本

剰
余

金
0

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 
：

 
4
8
,
8
1
8
,
8
7
5
 
円

計
0

区
　

　
　

分
金
　
　
　
額

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

21



（
３

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
：

円
）

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

１
１

．
運

営
費

交
付

金
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

　
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

0
0

29
,9

40
,0

00

30
,6

17
,0

00
0

0

30
,6

17
,0

00
0

29
,9

40
,0

00

○
が

ん
研

究
開

発
費

に
係

る
未

執
行

額
及

び
次

年
度

へ
の

繰
越

が
生

じ
た

こ
と

に
よ

り
債

務
残

高
が

発
生

し
た

も
の

。
当

該
債

務
残

高
は

２
３

年
度

に
全

額
収

益
化

等
を

行
う

予
定

。

○
が

ん
総

合
推

進
事

業
経

費
に

係
る

未
執

行
額

が
生

じ
た

こ
と

に
よ

り
債

務
残

高
が

発
生

し
た

も
の

。
当

該
債

務
残

高
は

２
３

年
度

に
全

額
収

益
化

等
を

行
う

予
定

。

交
付

年
度

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

残
高

の
発

生
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

区
　

　
分

業
務

等
区

分
金

　
　

額

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

情
報

発
信

業
務

30
0,

00
0,

00
0

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

22
2,

86
3,

23
1

そ
の

他

－

計
52

2,
86

3,
23

1

平
成

２
２

年
度

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

小
計

52
2,

86
3,

23
1

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

－

区
　

　
　

　
　

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

摘
　

要
建

設
仮

勘
定

補
助

金
等

資
産

見
返

補
助

金
等

資
本

剰
余

金
収

益
計

上

30
,6

17
,0

00
0

疾
病

予
防

対
策

事
業

費
等

補
助

金
29

,9
40

,0
00

0

地
球

温
暖

化
対

策
推

進
事

業
費

補
助

金

合
　
　
　
　
　
計

60
,5

57
,0

00
0
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１
２

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

：
千

円
、

人
）

支
給

人
員

(0
) 0

(0
)

13
0

(0
)

13
0

（
注

）
１

．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

　
　

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

人
件

費
と

し
て

お
り

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医
師

及
び

研
究

員
給

与
規

程
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

合
　

　
　

計
(1

,9
83

,6
34

)
(5

81
)

(0
)

11
,0

02
,5

25
1,

46
7

55
2,

52
0

職
　

　
　

員
(1

,9
77

,9
94

)
(5

76
)

(0
)

10
,9

82
,4

89
1,

46
6

55
2,

52
0

役
　

　
　

員
(5

,6
40

)
(5

)
(0

)
20

,0
35

1
0

区
　

　
　

分
報

酬
又

は
給

与
退

職
手

当

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額
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１
３

．
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

：
円

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

人
共

通
合

計

事
業

費
用

業
務

費
2,

74
9,

41
3,

53
9

3,
76

2,
06

8,
03

4
29

,1
82

,2
98

,0
12

1,
89

1,
66

3,
62

2
1,

96
8,

14
7,

70
7

39
,5

53
,5

90
,9

14
-

39
,5

53
,5

90
,9

14
一

般
管

理
費

-
-

-
-

-
0

1,
25

3,
40

6,
99

0
1,

25
3,

40
6,

99
0

財
務

費
用

1,
11

5,
77

2
0

45
8,

85
3,

01
2

0
0

45
9,

96
8,

78
4

0
45

9,
96

8,
78

4
そ

の
他

86
4,

35
7

38
0,

24
2

4,
32

0,
20

4
0

17
8,

41
9

5,
74

3,
22

2
45

,7
52

,5
50

51
,4

95
,7

72
事

業
費

用
計

2,
75

1,
39

3,
66

8
3,

76
2,

44
8,

27
6

29
,6

45
,4

71
,2

28
1,

89
1,

66
3,

62
2

1,
96

8,
32

6,
12

6
40

,0
19

,3
02

,9
20

1,
29

9,
15

9,
54

0
41

,3
18

,4
62

,4
60

事
業

収
益

研
究

収
益

2,
00

8,
64

3,
00

5
2,

28
6,

48
6,

50
7

-
-

-
4,

29
5,

12
9,

51
2

0
4,

29
5,

12
9,

51
2

医
業

収
益

-
-

31
,4

38
,2

75
,0

73
-

-
31

,4
38

,2
75

,0
73

0
31

,4
38

,2
75

,0
73

研
修

収
益

-
-

-
17

,3
15

,6
10

-
17

,3
15

,6
10

-
17

,3
15

,6
10

運
営

費
交

付
金

収
益

1,
61

9,
57

6,
00

0
2,

06
2,

04
9,

89
4

21
8,

96
2,

00
0

1,
61

4,
80

7,
00

0
2,

00
3,

80
6,

00
0

7,
51

9,
20

0,
89

4
71

2,
02

2,
00

0
8,

23
1,

22
2,

89
4

補
助

金
等

収
益

0
0

29
,9

40
,0

00
0

0
29

,9
40

,0
00

0
29

,9
40

,0
00

寄
附

金
収

益
0

0
12

7,
42

4,
36

5
0

8,
00

0,
00

0
13

5,
42

4,
36

5
9,

37
9,

30
0

14
4,

80
3,

66
5

資
産

見
返

負
債

戻
入

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

戻
入

0
2,

74
4,

04
1

0
0

0
2,

74
4,

04
1

0
2,

74
4,

04
1

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

0
0

17
0,

94
4

0
0

17
0,

94
4

0
17

0,
94

4
財

務
収

益
0

5,
19

3
0

0
0

5,
19

3
1,

38
0,

82
1

1,
38

6,
01

4
そ

の
他

10
,0

22
,3

84
2,

15
4,

10
6

77
,0

03
,4

87
14

,5
17

,5
80

11
,8

83
,1

20
11

5,
58

0,
67

7
3,

34
6,

49
8

11
8,

92
7,

17
5

事
業

収
益

計
3,

63
8,

24
1,

38
9

4,
35

3,
43

9,
74

1
31

,8
91

,7
75

,8
69

1,
64

6,
64

0,
19

0
2,

02
3,

68
9,

12
0

43
,5

53
,7

86
,3

09
72

6,
12

8,
61

9
44

,2
79

,9
14

,9
28

事
業

損
益

（
△

損
失

）
88

6,
84

7,
72

1
59

0,
99

1,
46

5
2,

24
6,

30
4,

64
1

△
 2

45
,0

23
,4

32
55

,3
62

,9
94

3,
53

4,
48

3,
38

9
△

 5
73

,0
30

,9
21

2,
96

1,
45

2,
46

8
4,

65
6,

15
2,

52
5

67
0,

49
8,

41
7

38
,0

71
,4

84
,4

63
81

,4
89

,8
99

54
8,

92
4,

36
7

44
,0

28
,5

49
,6

71
80

,1
14

,6
45

,6
41

12
4,

14
3,

19
5,

31
2

　
（

主
要

資
産

内
訳

）

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

0
0

0
0

0
0

25
,8

06
,7

18
,5

69
25

,8
06

,7
18

,5
69

医
業

未
収

金
0

0
4,

66
6,

94
9,

45
2

0
0

4,
66

6,
94

9,
45

2
0

4,
66

6,
94

9,
45

2
固

定
資

産

有
形

固
定

資
産

4,
59

8,
12

9,
41

4
56

2,
55

7,
89

4
32

,8
11

,8
82

,9
86

78
,8

75
,4

29
53

8,
84

4,
36

7
38

,5
90

,2
90

,0
90

54
,3

05
,2

92
,6

31
92

,8
95

,5
82

,7
21

　
１

．

２
．

事
業

の
内

容

「
研

究
事

業
」

 
：

 
が

ん
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 
：

 
治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O
L
の

向
上

に
つ

な
が

る
臨

床
研

究
及

び
治

験
等

の
事

業

「
診

療
事

業
」

 
：

 
が

ん
患

者
及

び
そ

の
家

族
の

視
点

に
立

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 
：

 
が

ん
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

門
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
門

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
行

う
事

業

「
情

報
発

信
事

業
」

 
：

 
研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

見
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
民

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業

３
．

事
業

費
用

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

費
用

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

管
理

部
門

に
係

る
費

用
（

1
,
2
9
9
,
1
5
9
,
5
4
0
円

）
で

す
。

４
．

総
資

産
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
金

及
び

預
金

（
2
5
,
8
0
6
,
7
1
8
,
5
6
9
円

）
、

管
理

部
門

が
管

理
す

る
土

地
（

5
3
,
2
1
8
,
4
3
7
,
6
0
0
円

）
、

建
物

（
1
,
0
4
9
,
5
6
4
,
1
4
8
円

）
で

す
。

５
．

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
各

セ
グ

メ
ン

ト
の

金
額

は
、

以
下

の
と

お
り

で
す

。

（
単
位
：
円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

人
共

通
合

計

73
4,

92
5,

97
3

90
3,

02
6

28
3,

31
2,

05
1

8,
93

5,
47

1
11

,2
11

,8
51

1,
03

9,
28

8,
37

2
32

,9
46

,8
16

1,
07

2,
23

5,
18

8
14

,4
31

,0
07

16
,8

12
,4

77
△

 1
9,

57
2,

94
7

0
△

 3
5,

30
3,

23
5

△
 2

3,
63

2,
69

8
25

,2
40

,7
54

1,
60

8,
05

6

１
４

．
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
用

及
び

収
益

の
明

細
　

　
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

総
資

産

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

独
立

行
政

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

24
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

区　 　 分 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 8,802,905,000 8,802,905,000 0

施設整備費補助金 520,136,000 0 △ 520,136,000 進捗の遅れにより 工事が未完と なっ たこ と による。

長期借入金等 2,800,000,000 0 △ 2,800,000,000 借入を実施し なかっ たこ と による。

業務収入 28,719,541,000 31,097,280,287 2,377,739,287 医業収入の増加等による。

その他収入 11,262,711,000 46,201,499,263 34,938,788,263 金銭出資の受入、 定期預金及び譲渡性預金の戻入等による。

計 52,105,293,000 86,101,684,550 33,996,391,550

支出

業務経費 33,518,118,000 32,762,053,898 △ 756,064,102

研究業務経費 2,485,033,000 2,337,428,643 △ 147,604,357 経費の削減等による。

臨床研究業務経費 3,649,265,000 3,449,879,187 △ 199,385,813 経費の削減等による。

診療業務経費 22,121,305,500 23,137,303,623 1,015,998,123 経費の増加等による。

教育研修業務経費 1,734,231,000 1,855,958,309 121,727,309 人件費及び経費の増加等による。

情報発信業務経費 1,859,331,000 931,738,267 △ 927,592,733 経費の削減等による。

その他の経費 1,668,952,500 1,049,745,869 △ 619,206,631 人件費の削減等による。

施設整備費 11,081,533,000 2,685,101,868 △ 8,396,431,132 施設整備の一部を中止又は延期し たこ と 等による。

借入金償還 1,584,083,000 1,584,178,254 95,254 予算上の償還予定額と 決算上の償還実績額が異なっ たこ と による。

支払利息 464,495,000 408,392,334 △ 56,102,666 予算上の償還予定額と 決算上の償還実績額が異なっ たこ と による。

その他支出 891,220,000 22,855,239,627 21,964,019,627 定期預金及び譲渡性預金の預入等による。

計 47,539,449,000 60,294,965,981 12,755,516,981

（ 注） 損益計算書の計上額と 決算額の集計区分の相違の概要は、 以下のと おり であり ます。

決　 算　 報　 告　 書
（ 平成２ ２ 年４ 月１ 日～平成２ ３ 年３ 月３ １ 日）

　  （ １ ） 損益計算書の補助金等収益、 業務収益、 寄附金収益、 財務収益、 その他経常収益は、 決算報告書上は「 業務収入」 に含んでおり ます。

　  （ ２ ） 損益計算書の一般管理費、 その他経常費用は、 決算報告書上は業務経費の「 その他の経費」 に含んでおり ます。
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見
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